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［これまでの経緯］

 電気供給事業者から、広域系統整備に関する提起を受け付けた（平成２７年４月
３日）。

 当該提起により、東北東京間連系線に係わる計画策定プロセスを開始した（平成
２７年４月１５日 理事会決定）。

 今回の計画策定プロセスの開始にあたり、増強ニーズの探索、増強容量の検討
の目的から、広域的な電力取引により東北東京間連系線の利用を拡大しようと
する電気供給事業者の募集を開始した。
募集期間：平成２７年４月１５日～平成２７年５月２２日
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 以下の計画策定プロセスの進め方等についてご検討いただきたい。

1. 計画策定プロセスの進め方

2. 計画策定プロセスの期間中における系統アクセス業務の取扱い

3. 電気供給事業者への広域系統整備委員会の運営に関する協力要請

［今回ご議論いただきたい事項］
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Ⅰ．広域系統整備に関する提起の概要

以下の広域系統整備に関する提起に基づき、業務規程第３１条第１項第２号（計画策定
プロセスの開始手続）により、計画策定プロセスを開始する。

１．提起内容

提起の観点 ： 電源設置

増強対象設備 ： 東北東京間連系線

増強希望時期 ： ２０２３年８月１日

２．提起理由

発電所（東北エリア）の新設及びそれに伴う電力取引を計画しており、対象設備の増強が必要である。

３．提起に関わる取引の計画等の内容

電力取引の量 供給先エリア

変更前 ０ｋＷ （なし）
変更後 ９６万ｋＷ 東京エリア

【業務規程】
（計画策定プロセスの開始手続）
第３１条 本機関は、第２４条第２項により必要と認める場合、又は次の各号のいずれかに該当する場合、計画策定プ
ロセスを開始する。
一 本機関が、次のア又はイの観点から送配電等業務指針で定める検討開始要件に適合すると認めたとき （略）
二 電気供給事業者より、次のアからウのいずれかの観点から、広域系統整備に関する提起があったとき

ア 安定供給 大規模災害等の場合において、電力の融通により安定供給を確保する観点
イ 広域的取引の環境整備 個別の広域的な電力取引に起因する広域連系系統の混雑等を防止し、広域的な

電力取引の環境を整備する観点
ウ 電源設置 特定の電源の設置に起因した広域的な電力取引の観点（電源を設置する電気供給事業者又は

当該電源から供給を受ける者からの提起の場合に限る。）
三 国から広域系統整備に関する検討の要請を受けたとき
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（参考）東北エリアの系統概要図

相馬双葉幹線

川内線

常磐幹線

凡例
：500kV送電線
：500kV送電線(連系線運用
容量算定に影響する箇所)
：275kV送電線(500kV設計)
：275kV送電線
：500kV変電所
: 275kV変電所
：500kV開閉所
：275kV開閉所
：発電所
：周波数変換所
：交直変換所
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Ⅱ．連系線の長期計画における空容量

東北東京間連系線は、２０１９年以降、空容量は１０％を下回り、２０２１年以降の空容量
は０％である。

年度 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024
運用容量（万ｋW) 500 500 500 500 570 570 570 570

マージン（万ｋW） 85 85 85 85 85 90 90 90

計画潮流（万ｋW） 354 347 401 396 485 480 480 480

空容量（万ｋW) 61 68 14 19 0 0 0 0

空容量／運用容量 12% 14% 3% 4% 0% 0% 0% 0%
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・系統情報サービスの長期計画による（H27年4月15日時点）
・２０２１年以降の運用容量増は、電源制限の考慮による。
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（参考）ＥＳＣＪにおける検討概要

[ＥＳＣＪにおける検討結果]
 地域間連系線増強等の必要性

特定電源開発に関する観点だけでなく、安定供給確保の観点、取引活性化の観点、
再生可能エネルギー大量導入の観点など多面的に評価する必要がある。

 特定電源開発者※の募集：約５２９万ｋＷ（１６事業者）の応募
 取引活性化の観点 ：２０２１年度以降の空容量が０ＭＷ

※ 東北東京間連系線を利用する予定があり、当該連系線の増強に関する費用負担の意思を有する事業者
（今回の計画策定プロセスでは、広域機関として改めて募集中）

 地域間連系線増強等の方策

特定電源開発者からの応募（約５２９万ｋＷ）のうち、２７６万ｋＷ（３事業者）を連系線
潮流に織り込んで、以下の４案を抽出した。
（参考資料１ P.48参照）

東北東京間連系線の増強は、ＥＳＣＪにおいて、特定電源開発者及び一般電気事業者か
らの検討提起により、一部検討された。

Ａ１案 Ａ２案 Ｂ１案 Ｂ２案

工
事
概
要

電源アクセス先 東京エリア ２事業者：東京エリア
１事業者：東北エリア

東北エリア

（既設付近送電
線2ルート化）

東北エリア

（日本海側連系線新
設）

概算工事費 約２，５００億円 約１，３００億円 約１，５００億円 約１，８００億円以上

概算工期 検討省略 検討中（８～１１年）

運用容量（現状：５７０万ｋW） 検討省略 ９５０万ｋW程度（＋３８０万ｋW程度） 検討中

※ 4案比較で優位であるＡ２案、Ｂ１案は、更なる増強案として、東北地内基幹系統の500kVループ系統構築が考え
られる（未検討）
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Ⅲ．計画策定プロセスを進めるにあたって

 本機関は、電気供給事業者からの提起を受け、計画策定プロセスを開始するとともに、
広域的な電力取引により東北東京間連系線の利用を拡大しようとする電気供給事業者
の募集を開始した。

 本機関は、電気供給事業者からの提起、東北東京間連系線の長期計画空容量の状
況、ESCJにおける特定電源開発者の募集に対する約５２９万ｋW（１６事業者）の応募実
績等を踏まえ、東北東京間連系線に係わる計画策定プロセスを進めていく。

 本機関は、当該計画策定プロセスを進めるにあたり、透明性・公平性・中立性を確保す
るとともに、業務規程及び送配電等業務指針に則り、広域系統整備計画の決定に向
け、適切かつ迅速に検討を進めていく。
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Ⅲ．検討事項
１．計画策定プロセスの進め方

（業務規程第３２条第１項及び送配電等業務指針（案）第２９条第１項）
（１）他の案件との照合確認

ア．過去の検討案件との照合確認（送配電等業務指針第２９条第１項ア）

過去の計画策定プロセスにおいて、当該案件と同一性の認められる検
討を行っている案件は無い。

イ．検討中又は検討予定の案件との照合確認（送配電等業務指針第２９条
第１項イ）

計画策定プロセスにより検討中又は検討予定の案件において、当該
案件と同一性の認められる検討を行っている案件は無い。

過去および検討中又は検討予定の計画策定プロセスにおいて、当該案件と同
一性が認められる案件は無いため、当該案件は、新規案件として計画策定プロ
セスを継続する。
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Ⅲ．検討事項
１．計画策定プロセスの進め方の決定

（業務規程第３２条第１項及び送配電等業務指針（案）第２９条第１項）
（２）検討スケジュール

計画策定プロセスの進め方の決定から、広域系統整備計画の決定（業務規程
第３５条）までの期間は、実施案及び事業実施主体の募集を考えて標準の１８か
月（平成２７年４月～平成２８年１０月）とし、下表のスケジュールとしてはどうか。

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １１～３月

開始手続き

進め方

電気供給事業者の募集

対策案の検討

受益者範囲の検討

実施案の検討

負担割合の検討

広域系統整備計画
取りまとめ・公表

広域系統整備委員会 　

★実施案等（8月）
★負担割合（9月）
★広域系統整備計画
の決定（10月）

評議員会 ◇負担割合（9月）

理事会

◆実施案等（8月）
◆負担割合（9月）
◆広域系統整備計画
の決定（10月）

その他 ☆広域系統整備計画
の公表(10月)

平成２７年度
平成２８年度

★ 4/24
・プロセスの進め方

◆ 4/15
・計画策定プロセス開始

・電気供給事業者の募集（4/15～5/22）

★基本要件の原案

◇基本要件

◆基本要件

★実施案等の募集

★基本要件

評価

◆ 4/28
・プロセスの進め方

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

★広域系統整備の必要性

◆広域系統整備の必要性

☆ 4/3 検討提起

◆実施案等の募集

必要性・対策案検討、各案比較評価

要領検討

☆実施案等の募集

（～H28/5）

◇検討状況報告 ◇検討状況報告

★検討状況報告

◆検討状況報告
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【送配電等業務指針（案）】
第２９条 計画策定プロセスを開始した場合は、次の各号に掲げる事項の確認及び検討の上、その進め方を決
定するものとする。
一 他の案件との照合確認
ア 過去の検討案件との照合確認 新規の計画策定プロセスに係る案件（以下「新規検討案件」という。）と、
過去の計画策定プロセスにより検討を行った案件（但し、広域系統整備計画の決定に至らなかった案件
に限る。）との間の検討開始の理由及び内容の同一性。同一性が認められる場合には、当該案件の検
討を行った時からの状況の変化の有無及び程度。

イ 検討中又は検討予定の案件との照合確認 新規検討案件と、現在、計画策定プロセスにより検討を
行っている又は検討を行おうとしている他の案件との間の検討開始の理由又は内容の同一性。同一性
が認められる場合には、当該他の案件とは別に広域系統整備の検討を行う必要性。

二 計画策定プロセスの継続の必要性 前号ア及びイの確認結果その他計画策定プロセスを継続する必要
性に関する事項

三 検討スケジュール 計画策定プロセスの進め方の決定から業務規程第３５条に基づく広域系統整備計
画の決定までの期間

２ 計画策定プロセスの標準検討期間は、次の各号に掲げる期間とする。
一 実施案及び事業実施主体の募集を行う場合 １８か月
二 実施案及び事業実施主体の募集を行わない場合 １２か月

３～５ （略）

【業務規程】
（広域系統整備の検討）
第３２条 本機関は、第２４条第２項及び前条第１項により広域系統整備の計画策定プロセスを開始したときは、
広域系統整備委員会において、当該計画策定プロセスに係る案件と、過去に検討を行った案件又は現在検
討を行っている若しくは行おうとしている案件との照合等の確認を行い、当該計画策定プロセスの進め方を
理事会において決定する。

２～４（略）
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（参考）火力電源入札ワーキンググループ（第9回）資料４ （H27年2月16日）
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（参考）火力電源入札ワーキンググループ（第9回）資料４ （H27年2月16日）



 計画策定プロセスの期間中、系統アクセスの新規契約申込みの受け付けを継続した場
合、対策工事が変動し、広域系統整備計画を確定させることができない懸念がある。
［イメージ］

 一方、計画策定プロセスの全期間、新規系統アクセスに対して回答保留する場合には、
標準検討期間１８か月の長期に渡り、事業者の新規系統アクセスができなくなる。

 そこで、計画策定プロセス開始後の系統アクセス検討について、計画策定プロセスを優
先させる必要があるか検討していく。

 具体的な取扱いについては、今回頂いたご意見を踏まえ、関係個所と調整後、理事会
にて決定する。
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Ⅲ．検討事項
２．計画策定プロセスの期間中における系統アクセス業務の取扱い（１）
（送配電等業務指針（案）第３２条）

新規契約申込みの有無により
増強内容が変化

新規契約申込み

Ｇ1

Ｇ2

計画策定プロセス
対象電源
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Ⅲ．検討事項
３．電気供給事業者への広域系統整備委員会の運営に関する協力要請

（送配電等業務指針（案）第２０条第３項）

（１）協力要請項目
• 計画策定に必要な系統情報の提示
• 計画策定に必要な対策工事に関する事項の提示 等

なお、具体的な要請にあたっては、電気供給事業者に対して、必要の都度、事務局より
書面にて依頼する。

（２）協力を要請する電気供給事業者
• 東北電力株式会社（送配電部門）
• 東京電力株式会社（送配電部門）

広域機関での技術検討にあたり、既存設備の知見を有する電気供給事業者へ検討に必
要な情報の提供等、協力を求めることで如何か。

【送配電等業務指針（案）】
（広域系統整備委員会）
第２０条 広域系統整備委員会は、本機関の常設の委員会とする。
２ 広域系統整備委員会は複数名の委員で構成するものとし、委員数、委員の資格、委員の任期、委員の選解任の
手続その他広域系統整備委員会を運営する上で必要な事項は、本機関の理事会によって定める。
３ 電気供給事業者は、広域系統整備委員会の要請に基づき、広域系統整備委員会の運営に関して協力する。


